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Ⅰ 主な条例案  

＜令和２年度関係＞ 

 【条例の制定等】 

  ○ 神奈川県気候変動対策基金条例（資料１参照）                       

企業庁の水力発電による電気料金収入のうち、環境価値分の相当額を気候変動対策の推進

に必要な資金として積み立てるため、基金の設置、管理及び処分に関する条例を制定する。 

［環境農政局環境部環境計画課長 電話 045-210-4050］ 

 

○ 県営住宅関係２議案（資料２参照） 

県営住宅の建替え及び維持管理を計画的に進めるため、建替えで生じた余剰地売却収入等

を積み立てる基金を設置するとともに、県営住宅全体の事業収支を一元管理するため、一般

会計で実施している建替え事業を特別会計に移行するなど、関係条例の制定及び改正を行う。 

≪条例の制定≫ 

① 神奈川県県営住宅事業基金条例                        

≪条例の改正≫ 

  ② 特別会計の設置に関する条例の一部を改正する条例              

①［県土整備局建築住宅部公共住宅課長 電話 045-210-6533］ 

②［総務局財政部財政課長 電話 045-210-2250］ 

 【条例の改正】 

○ 職員定数の改正を行うもの３議案（資料３参照）                      

児童相談所の体制強化、県立学校及び市町村立学校の児童・生徒数に基づく学級数の増減、

警察職員（警察官以外）の減員等に伴い、職員定数を変更するため、所要の改正を行う。 

① 神奈川県職員定数条例の一部を改正する条例 

② 市町村立学校職員定数条例の一部を改正する条例 

③ 神奈川県地方警察職員定数条例の一部を改正する条例 

［総務局組織人材部人事企画担当課長 電話 045-285-0820］ 
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神奈川県気候変動対策基金条例案の概要 

１ 目 的 

県、企業庁及び東京電力エナジーパートナー株式会社の３者は、令和元年12月27日に基本

合意書を締結し、企業庁の水力発電による電気料金収入のうち、環境価値分を県の環境施策

に活用することとした。 

このため、電気事業会計から一般会計に繰り出された環境価値分の相当額を気候変動対

策の推進に必要な資金として積み立てるため、基金を設置する。 

２ 令和２年度活用額 

（1） 気候変動対策推進費：1,284万円

気候変動に関する学習教材を作成して学校教育の場で活用するほか、セミナーを開催

するなど、県民や事業者等の関心や理解を深めるための普及啓発を実施する。 

（2） 太陽光発電等の普及啓発に活用：1,102万円

「かながわスマートエネルギー計画」で掲げる再生可能エネルギー等の導入加速化に向

け、太陽光発電等の普及啓発を行う。 

３ 施行期日 

令和２年４月１日  

(参考)事業スキーム 

資料１ 

問合せ先 

１、２⑴、３ 

 環境農政局環境部環境計画課長  塚本 電話 045-210-4050 

２⑵ 

 産業労働局産業部エネルギー課長 武川 電話 045-210-4101 

事業スキーム 

企業局利水電気部発電課長    尾崎 電話 045-210-7290 
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神奈川県職員定数条例の一部を改正する条例案等の概要 

１ 目 的 

児童相談所の体制強化、県立学校及び市町村立学校の児童・生徒数に基づく学級数の増

減、警察職員（警察官以外）の減員等に伴い、「神奈川県職員定数条例」、「市町村立学

校職員定数条例」及び「神奈川県地方警察職員定数条例」に規定する職員定数を変更する

ため、所要の改正を行う。 

２ 内 容 

条例名 区   分 
改  正 

（令和２年度）

A 

現  行 
（令和元年度）

B 

差引増減 

A－B 

神奈川県 

職員定数 

条  例 

知 事 7,521 人 7,422 人    99人 

公 営 企 業 管 理 者 1,001 1,001    0 

議 会 76 76    0 

選 挙 管 理 委 員 会 5 5    0 

監 査 委 員 41 41    0 

人 事 委 員 会 33 33    0 

教育委員会（学校以外の教育機関を含む。） 751 772 △ 21

教育委員会の所管に 

属 す る 学 校 

校 長 及 び 教 員 12,099 12,257 △158

そ の 他 の 職 員 1,094 1,113 △ 19

小  計 13,193 13,370 △177

労 働 委 員 会 21 21    0 

神 奈 川 海 区 漁 業 調 整 委 員 会 3 3    0 

合   計 22,645 22,744 △ 99

市町村立 

学校職員 

定数条例 

小 学 校 9,388 9,351 37 

中 学 校 5,453 5,456 △ 3

特 別 支 援 学 校 183 173 10 

高等学校（定時制の課程を置くもの） 19 19    0 

合 計 15,043 14,999 44 

神奈川県 

地方警察 

職員定数 

条  例 

警 察 官 

警 視 393 393    0 

警 部 926 926    0 

警 部 補 及 び 巡 査 部 長 9,438 9,438  0 

巡査（警察教養施設において新任 

者として教育訓練中の者を含む。） 
4,946 4,946    0 

小  計 15,703 15,703    0 

警 察 官 以 外 の 職 員     1,674 1,675 △ 1

合   計    17,377 17,378 △ 1

総 計    55,065 55,121 △ 56

３ 施行期日 
令和２年４月１日 

問合せ先 

総務局組織人材部人事企画担当課長 岡田 電話 045-285-0820 

資料３ 
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Ⅱ その他の提出予定議案 

＜令和２年度関係＞ 

【条例の廃止】 

○ 魚介類行商等に関する条例を廃止する等の条例

食品衛生法の一部改正等により、魚介類行商等が法による許可又は届出業種となったこと

に伴い、条例の廃止等を行う。 

［健康医療局生活衛生部生活衛生課長 電話 045-210-4930］

【条例の改正】 

○ 事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

動物の不適正な飼養又は保管により動物の健康及び安全が害されること等を防止するため、

第一種動物取扱業者であった者に対する勧告等の事務を横須賀市に移譲するなど、知事の権

限に属する事務の一部を市町村が処理することに関し、所要の改正を行う。 

［政策局自治振興部市町村課長 電話 045-210-3160］

○ 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正

する条例

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部改正を踏まえ、教

育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針を定めることを規定す

るなど、所要の改正を行う。 

［総務局組織人材部労務担当課長 電話 045-210-2155］

○ 神奈川県生活環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例

災害発生時における早期の復旧を図るため、事業所に発電設備等を設置する場合の許可申

請手続について特例措置を定めるなど、所要の改正を行う。 

［環境農政局環境部大気水質課長 電話 045-210-4120］

○ 神奈川県立宮ケ瀬湖集団施設地区及び鳥居原園地条例の一部を改正する条例

宮ケ瀬湖集団施設地区のグラススライダーについて、利用料金の上限額を定めるなど、所

要の改正を行う。 

［環境農政局緑政部自然環境保全課長 電話 045-210-4301］

○ 神奈川県子ども・子育て支援推進条例の一部を改正する条例

子どもが現在から将来にわたり、その生まれ育った環境によって左右されることのないよ

う、貧困の状況にある子どもへの支援を定めるなど、所要の改正を行う。 

［福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども企画担当課長 電話 045-210-4661］

○ 幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

  幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴

い、幼保連携型認定こども園に配置すべき職員の資格要件に係る特例を延長するため、所要

の改正を行う。 

［福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課長 電話 045-210-4660］
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○ 神奈川県立の障害者支援施設に関する条例の一部を改正する条例

津久井やまゆり園再生基本構想に基づく新たな津久井やまゆり園の整備に合わせ、仮居住

先となっている施設の名称を芹が谷やまゆり園とするなど、所要の改正を行う。 

［福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課長 電話 045-210-4702］

○ 神奈川県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例

動物の愛護及び管理に関する法律の一部改正等に伴い、動物愛護監視員を動物愛護管理監

視員と名称変更するなど、所要の改正を行う。 

［健康医療局生活衛生部生活衛生課長 電話 045-210-4930］

○ 神奈川県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例

浄化槽法の一部改正に伴い、浄化槽管理士に対する研修の機会の確保を浄化槽保守点検業

者の登録要件に追加するなど、所要の改正を行う。 

［健康医療局生活衛生部生活衛生課長 電話 045-210-4930］

○ 小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例の一

部を改正する条例

  水道法施行規則の一部を改正する省令の施行等を踏まえ、小規模貯水槽水道の水槽の清掃

の頻度を改めるなど、所要の改正を行う。 

［健康医療局生活衛生部生活衛生課長 電話 045-210-4930］

○ 食品衛生法に基づく営業の施設基準等に関する条例の一部を改正する条例

食品衛生法の一部改正等に伴い、営業に係る公衆衛生上講ずべき措置の基準を削除するな

ど、所要の改正を行う。 

［健康医療局生活衛生部生活衛生課長 電話 045-210-4930］

○ 神奈川県立かながわ労働プラザ条例の一部を改正する条例

駐車場の利用者ニーズに対応するため、日をまたぐ利用料金を定めるなど、所要の改正を

行う。 

［産業労働局労働部雇用労政課長 電話 045-210-5730］

【市町負担金】 

○ 建設事業等に対する市町負担金

県の行う建設事業等について、土地改良法、地方財政法及び下水道法に基づき、その受益

の限度において経費の一部負担を市町に求める。 

［環境農政局農政部農地課長     電話 045-210-4460］ 

［環境農政局農政部水産課長     電話 045-210-4530］ 

［県土整備局河川下水道部下水道課長 電話 045-210-6440］ 
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【その他】 

○ 相模原市と町田市の境界変更関係２議案

神奈川県相模原市と東京都町田市との境界を流れる境川の改修に伴い生じた飛び地を解消

するため、両市の境界を変更する。また、当該変更に伴い、変更区域内にある財産の取扱い

を定めるため、財産処分に関し、東京都と協議を行う。 

① 神奈川県及び東京都の境界にわたる相模原市と町田市の境界変更について

② 境界変更に伴う財産処分に関する協議について

［政策局自治振興部市町村課長 電話 045-210-3160］

○ 包括外部監査契約の締結について

包括外部監査契約（地方自治法の規定に基づき、外部の専門家から監査を受けるための契

約）を締結する。 

［総務局総務室室長代理 電話 045-210-2123］

○ 地方独立行政法人神奈川県立病院機構中期計画の認可について

県が指示した第三期中期目標（令和２年度から令和６年度まで）を達成するため、神奈川

県立病院機構が策定した中期計画について認可する。 

［健康医療局県立病院課長 電話 045-210-5040］

＜令和元年度関係＞ 

【条例の改正】 

○ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定

める条例の一部を改正する条例

個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる指定ＮＰＯ法人の控除対象期間を

更新するなど、所要の改正を行う。 

［政策局政策部ＮＰＯ協働推進課長 電話 045-210-3700］

○ 知事及び副知事の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

知事等の期末手当の支給割合について、国の指定職（事務次官・本省局長等）との均衡を

考慮するなど、所要の改正を行う。 

［総務局組織人材部人事課長 電話 045-210-2150］

○ 県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例

県議会議員の期末手当の支給割合について、職員の期末・勤勉手当と同様の引上げを行う

など、所要の改正を行う。 

［総務局組織人材部人事課長 電話 045-210-2150］

○ 職員給与等の改正を行うもの３議案

人事委員会の勧告等を勘案し、職員の給料表の改定を行うなど、所要の改正を行う。

① 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

② 学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例

③ 任期付研究員の採用等に関する条例及び任期付職員の採用等に関する条例の一部を改

正する条例

［総務局組織人材部労務担当課長 電話 045-210-2155］ 
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○ 神奈川県手数料条例の一部を改正する条例

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令の施行により、住宅

の省エネ性能の評価方法にモデル住宅を用いた簡易な評価方法が追加されたことに伴い、建

築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料の規定を整備するため、所要の改正を行う。 

［総務局財政部財政課長 電話 045-210-2250］ 

○ 神奈川県高圧ガス保安法関係手数料条例の一部を改正する条例

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、圧縮水素自動車燃料装置用

容器に係る高圧ガス容器検査又は再検査の手数料を設定するため、所要の改正を行う。 

［くらし安全防災局防災部工業保安課長 電話 045-210-3470］ 

○ 神奈川県が管理する県道の構造の技術的基準及び県道に設ける道路標識の寸法を定める条

例の一部を改正する条例

道路構造令の一部を改正する政令の施行に伴い、自転車通行帯に関する規定を追加するな

ど、所要の改正を行う。 

［県土整備局道路部道路管理課長 電話 045-210-6350］ 

○ 神奈川県警察運転免許センターにおける運転練習及び運転適性検査の手数料の徴収に関す

る条例の一部を改正する条例

  運転免許センター敷地内に設置する駐車場の使用料の徴収等について、所要の改正を行う。 

［警察本部交通部運転免許課課長代理 電話 045-365-3111 内線211］ 

【工事請負契約の締結】 

名  称 工事の場所 請負契約者 請負契約金額 

緑警察署新築工事（建築）

請負契約 

横浜市緑区中山

町93番地の１ 

小俣組・キクシマ特定建

設工事共同企業体 
12憶2,647万4,700円 

［警察本部総務部施設課課長代理 電話 045-211-1212 内線2261］ 

【特定事業契約の変更】

物価変動による改定等に伴い、特定事業契約（ＰＦＩ）を変更する。 

名  称 契約者 
契約金額 

変更理由 
変更後 変更前 

① 
体育センター等

特定事業契約 

神奈川スポーツコ

ミュニケーション

ズ株式会社 

222億8,793万9,056円 221億7,927万2,808円 

物価変動に

よる改定及

びＬＡＮ配

線等の追加 

② 

自動車運転免許

試験場整備等事

業特定事業契約 

神奈川ＤＬＣパー

トナーズ株式会社 
197億6,630万6,643円 196億9,963万4,479円 

物価変動に

よる改定 

①［教育局行政部教育施設課長 電話 045-210-8061］ 

②［警察本部交通部運転免許課課長代理 電話 045-365-3111 内線211］ 
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【市町負担金】 

○ 建設事業等に対する市町負担金

県の行う建設事業等について、土地改良法、地方財政法及び下水道法に基づき、その受益

の限度において経費の一部負担を市町に求める。 

［環境農政局農政部農地課長   電話 045-210-4460］

［環境農政局農政部水産課長   電話 045-210-4530］

［県土整備局河川下水道部下水道課長 電話 045-210-6440］

【その他】 

○ 訴訟の提起について

県営住宅の不適正居住者に対する建物明渡等請求訴訟

県営住宅の不適正居住者に対し、建物の明渡し及び損害賠償請求の訴訟を提起する。

［県土整備局建築住宅部公共住宅課長 電話 045-210-6533］
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